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【全国公共図書館協議会研究集会講演記録】  

テーマ 図書館法改正とこれからの図書館経営 

講 師 慶應義塾大学文学部 教授 糸賀 雅児氏 

 
平成21年7月10日（金）に開催された全国公共図書館協議会研究集会の講演記録を別冊と

してまとめました。 

今回は、平成20年6月に一部改正された図書館法を含む社会教育法等を踏まえ、改正され

た社会教育法等の全般的な内容や図書館法の改正について御講演いただきました。図書館

法の改正については、新たに加わった「学習の成果」の活用や「運営の状況に関する評価」

などについて具体的に御説明いただきながら、今後の図書館経営についてお話いただきま

した。 

 

 
 ただいま紹介いただきました慶應大学の糸賀で

ございます。今日は、「図書館法改正とこれからの

図書館経営」ということで、１時間半ほどお話を

させていただきまして、最後に時間があれば、皆

さんのほうからもご質問とか意見を賜りたいと思

います。 

 意見というのは、昨日、文部科学省で社会教育

課、森課長から行政説明を聞いた方もいらっしゃ

いますし、今日、この全公図の総会からお出にな

っているという方もいらっしゃいますが、今月、

文部科学省で、これからの図書館の在り方検討協

力者会議の第４期がスタートいたしまして、望ま

しい基準の見直し作業に入ります。これは昨年の

法改正を受けてのことになりますが、ぜひ望まし

い基準の中にこういう内容を盛り込んでもらいた

いとかという意見とか要望があれば、必ずそれが

実現するというわけではございませんけれども、

ご意見として承りたいと思います。 

 それでは、お手元のレジュメに沿っていきます。 

 さて１番、社会教育法等の一部を改正する法律、

これが昨年、図書館法、博物館法、社会教育法の

３法が同時改正されたわけです。これがどういう

部分で改正されたかは、多分、昨日、森社会教育

課長が説明しているでしょうし、この１年間ぐら

い、図書館関係の雑誌、あるいはいろいろな研修

で話があります。皆さん、おおむねおわかりだろ

うと思います。 

 私のほうからは、実はこの裏にはこういうこと

がある、多分、ほかでは聞けないような話をさせ

ていただこうと思います。 

 まず１番の１、生涯学習の理念。教育基本法の

中に生涯学習の理念が書き込まれた。それを受け

ての改正だということがよく言われております。

では、今度の法改正で、この生涯学習ということ

が強く前面に打ち出されたのかというと、そうで

もありません。典型的なのは図書館法です。今度

の改正で図書館法のどこを見ても「生涯学習」と

いう言葉は出てきません。今回の改正で「生涯学
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習」という言葉が出てくるのは社会教育法だけで

す。社会教育法の第３条第２項に、「生涯学習の振

興に寄与することとなるよう努めるものとする」

となっています。 

 多くの自治体の図書館は教育委員会の所管であ

りまして、社会教育施設として位置づけられてお

ります。したがって、社会教育法がこう改正され

たのであれば、当然、図書館も生涯学習の振興に

寄与することとなるよう努めるものとすると、こ

うなるだけであります。図書館法の中には具体的

には書かれておりません。 

 図書館法、博物館法は社会教育法の精神に基づ

くと図書館法の第１条でなっていますから、今の

社会教育法の精神はそのまま受けるんだと、こう

いうことにはなります。だからといって、生涯学

習を強く意識したようなことにはならないという

ことです。 

 １の２、市町村の教育委員会の事務。この中で

１の２の１のところで、社会教育法第５条第１３

項というのを挙げました。これは学校を支援する

という趣旨のことです。社会教育法の第５条の第

13項はこうなっております。「主として学齢児童

及び学齢生徒に対し、学校の授業の終了後又は休

業日において学校、社会教育施設その他適切な施

設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供

する事業の実施並びにその奨励に関すること」を

教育委員会はやらなければいけないということで

あります。したがって、図書館として考えられる

のは学校の支援です。 

 さきほど、国の予算はごく限られたものしかあ

りませんというお話をしましたが、一方で学校教

育に対する国の予算は、けたが違います。特に今、

ここに出てきた「放課後子どもプラン」、それから

「地域学校支援本部」、ここにはすべての小学校区

に対して助成するようになっています。図書館が

自前の予算だけで足りないということでしたら、

こういうところとの結びつきを考えざるを得ませ

ん。つまり学校との連携です。特に「放課後子ど

もプラン」を公共図書館で引き受けるということ

は、当然考えていい話だろうと思います。 

 こういう政策の分析をやるところがどこかない

と、公共図書館の予算とか人員配置は、じり貧に

なるばかりです。こういう国の政策のどこに地域

の公共図書館が食い込めるかという政策分析をや

るところというのは、ほんとうは全公図あたりが

やらなければいけないですし、一番やらなければ

ならないのは、日本図書館協会です。国の政策、

あるいは総務省、経済産業省がやっているもので

もいいですが、そこに公共図書館がどうコミット

できるのかということは考えてみるべきだろうと

思います。特に今の話は文科省のおひざ元です。

そこでの国の事業に対して公共図書館がどうかか

わるかは、これは研究していくべきだろうと思い

ます。 

 それから１の２の２、社会教育法第５条第15項、

社会教育における学習成果の活用を促す事業の実

施。これも私が方々で講演しますとよく質問に出

てまいります。学習成果の活用と言われたときに

図書館は何をすればいいんでしょうかという質問

が出てまいります。ちなみに、この社会教育法の

第５条15項、そこに抜き出しました。これとほぼ

同趣旨の条文が今回の法改正で図書館法の第３条

第１項第８号に入りました。 

 この社会教育法は当然、図書館法や博物館法も

その精神に基づくわけですから影響を受けます。

ところが、この社会教育法の第５条第15項、そこ

にそのまま文章を抜き出しましたが、この文章が

大変わかりにくいということで、糸賀による読み

下し文というのを、そこに書いてあります。 

 元の法律は書いてあるとおり、「社会教育にお

ける学習の機会を利用して行った学習の成果を活

用して学校、社会教育施設その他地域において行

う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の

実施及びその奨励に関すること」、こうなっていま

す。この文章はどこが主語でどこまでが目的語か

よくわかりません。３回ぐらい読み返してみてく

ださい。この文章はよくわからない、日本語とし

ては悪文です。 

 仕方がないので私がそれを読み下しました。こ

れは私の読み下し文ですから何の権威もないです。



 -3-

でも私は、これはこういう意味だと理解していま

す。社会教育において学習した人がその学習の成

果を生かしたいと思ったとき、ほかの人が行う学

校や社会教育施設等での教育にかかわる活動（場

合によってはその地域における教育以外の活動を

含めても構いません）において、その成果が生か

されるように教育委員会はさまざまな事業を実施

したり、奨励したりするための事務を行いますと、

こういう意味だろうと思います。こういったこと

を図書館、博物館、公民館といったところで今後

は考えていくということになります。 

 次の２ページ、１の３、社会教育主事の職務。

これは社会教育法の中で、第９条の３に「社会教

育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与え

る」と、社会教育主事が位置づけられております。

図書館関係の集まりでなぜ社会教育主事のことを

言うかというと、今回の法改正で社会教育法第９

条の３の第２項に、こういう一文が入ったんです。

何かというと、学校の求めに応じて必要な助言を

行うことができるというんです。 

 ここは重要なので全文読み上げますが、社会教

育主事だけがこう書いてあります。今回の法改正

で、「社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、

地域住民その他の関係者の協力を得て教育活動を

行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を

行うことができる」。 

 学校がこういった教育活動をやって、その求め

に応じて社会教育主事は必要な助言を行うことが

できるんですから、具体的に言うと学校長に対し

て社会教育主事が助言できるんです。これは大変

大きなことです。司書や学芸員にはそういう位置

は与えられておりません。 

 学校教育に対して国も相当力を入れている。こ

れは世の中の優先順位としてしようがないです。

学校教育と社会教育をてんびんはかりにかけたと

きに、国民全体がどっちを重要視するかといった

ら、それはやっぱり義務教育のほう、学校教育な

んです。今、学校教育がいろいろな問題を抱えて

いるというのはもう皆さんおわかりのとおりで、

国としてはこれを何とかしたい。そこにさきほど

言ったように地域学校支援本部でありますとか、

放課後子どもプランなどが掲げられました。 

 放課後子どもプランというのは、学力格差が生

まれている１つの要因に放課後の過ごし方の格差

があるというんです。放課後、学校が終わってか

らの格差──ある子供たちは塾に行ったり、家庭

教師がついたり、習い事に行く。その一方で、そ

ういうところには行かずにコンビニだとかに行っ

て遊んでいる、ゲームセンターに行って時間をつ

ぶして、お母さんやお父さんが帰ってくる時間に

なったら行く。この放課後の過ごし方も１つは学

力格差、あるいは心の問題につながっているんで

はないかということもあって、この放課後の過ご

し方をもう少し工夫しましょうというのが、放課

後子どもプランであります。 

 こういったことを学校が考えたときに、学社連

携──これも古くから言われておりますが、学校

教育と社会教育の連携です。学社連携、学社融合

とか言います。この一環で社会教育施設を使って

学校教育を支援しましょうということなんです。

そのときに、学校から求めがあった場合に、それ

に対して助言を与えるのは社会教育主事だと、こ

ういう位置づけであります。 

 ところが、社会教育主事の発令は全国でどんど

ん減っています。教育委員会の中には社会教育主

事がいないというところもあります。ですが、現

状では社会教育主事にそういう役割を与えたのが

今回の法改正です。 

 これから社会教育主事をどうするのかというの

はなかなか大きな問題です。地域の中でコーディ

ネーター役を果たしてもらうんだというのが社会

教育主事の位置づけです。社会教育主事の発令数

そのものは今や司書よりも少ない状況で、教育委

員会の中でせいぜい１人か２人です。図書館があ

れば司書はもう少し人数はいるはずです。 

 したがって、これから社会教育主事が生き残る

道といったら、こういうふうに学校との連携の中

で考えていかざるを得ないようであります。これ

をどういうふうに図書館関係者は見ていくのかと

いうのは、もうちょっと１時間半ぐらいではしゃ
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べりきらない大きなテーマです。 

 私はむしろ、図書館司書とか博物館学芸員にも

そういう権限を与えて、学校長の求めに応じて、

司書資格を持った例えば図書館長さんが校長先生

にもいろいろと相談に乗る、あるいは連携を進め

ていくという上では、そのほうがいいだろうと思

います。社会教育主事の方が、この中にいらした

らほんとうに申しわけないんですが、社会教育主

事の方は社会教育とか公民館はよく詳しい。公民

館主事の経験をお持ちの方もいらっしゃいます。

でも、図書館のことは残念ながらなかなかわから

ないということもありまして、十分地域の中での

社会教育施設、図書館を含めた連携が社教主事を

中心にした体制で整うかどうかは甚だ疑問であり

ます。ですが、とにかく今回の法改正では、そう

いう位置づけが与えられたということになります。 

 先へ行きましょう、２番。今までが社会教育法

の改正にかかわる部分でした。今度はいよいよ改

正図書館法です。 

 ２の１、教育基本法の改正を踏まえた規定の整

備。この２の１は先ほど言いましたように、社会

教育法でも同趣旨の文章がありました例の社会教

育における学習成果の活用です。     これ

に対して日本図書館協会が意見を出しました。学

習者の行う活動の機会の提供は図書館が能動的に

行う図書館奉仕の活動とは異なり、図書館法第３

条全体の条項とは異質な内容であるという批判で

あります。基本的には私もこれは正しいと思いま

す。 

 例えば目録をとるとか、資料の提供をする、使

い方がわからない資料について図書館員が案内を

する、いわゆるレファレンスサービスです。ある

いは貸し出し、こういったものを図書館法第３条

に書くのはよくわかります。それはどこの図書館

もやらなくてはいけないからです。それは県立図

書館であれ、人口3,000人の村立図書館であれ、同

じようにやらなければいけません。 

 ところが、今回の学習成果の活用というのは、

そういう意味では必ずやらなければいけない図書

館の仕事とはちょっと性格が違うと思います。そ

ういう意味では、図書館法第３条にこれを入れる

のが適切だったのかどうかは私もいささか疑問で

はあります。でも、とにかく入ってしまいました。 

 私の意見、そこに糸賀の意見と書いたところは

ほんとうに私の個人的意見です。社会教育法第１

章の総則にこの社会教育における学習成果の活用

を明記すれば十分だったように思います。さきほ

どの生涯学習が、図書館法や博物館法に書かれて

ないと言いました。あれは結局、社会教育法に入

っただけです。生涯学習ですらそうであれば、こ

の学習成果の活用は何も図書館法第３条、図書館

奉仕に書き込まなくても、上位法の社会教育法の

総則に書けばそれで十分だったのではないかとい

う気がいたします。 

 次、２の１の２。図書館法第３条及び第15条に

おける家庭教育の向上。これもよくいろいろなと

ころで講演をすると質問が出てまいります。家庭

教育の向上のために図書館は何をやればいいかと

いう質問であります。 

 これは教育基本法の第10条、家庭教育というの

が今回、新しく入ったということの反映でもあり

ますし、図書館法の具体的な条文では第３条に「家

庭教育の向上に資することとなるよう」という文

章が入りました。さらには、図書館法第15条の図

書館協議会、ここの委員構成に「家庭教育の向上

に資する活動を行う者」というのが入りました。

ついでに言っておきますと、博物館法までにも、

博物館法の第21条、博物館協議会の委員構成のと

ころに「家庭教育の向上に資する活動を行う者」

というのが入ってきております。 

 これに対して、やはり日本図書館協会が意見を

出しております。家庭教育の向上に資するとの価

値観を伴った表現はいかがなものか。家庭教育関

係者についての定義が必要ではないかという意見

を出しております。 

 参考までに中教審の分科会の答申、これは昨年

の２月に出たものです。これは文部科学省のホー

ムページにアップされてますので、この答申が今

回の法改正の基礎になっているというか、たたき

台といいますか、ベースになっているのは間違い
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ありません。 

 この答申の中にこういうくだりがございます。

「家庭教育支援については、家庭の教育力の低下

が指摘されている中で、情報や学習の機会の提供

の重要性が高まっており、家庭教育支援をより充

実させることが求められている。このことから、

家庭教育支援を社会教育行政の重要な任務として

より明確にすることは重要である」と。 

 つまり家庭教育、家庭の教育力の低下が指摘さ

れているときに、これは家庭だからプライベート

な問題、私的な営みであります。ここに行政がか

かわるのはいかがなものかと当然、考えられます。

私も単純にはそう考えておりました。しかしなが

ら、この中教審の考え方としては、行政としてほ

うっておけない。家庭教育支援を社会教育行政の

重要な任務としてより明確にすることが重要だと

言い切ったわけです。 

 つまり、家庭にばかり任せていられないほど、

今の一部の家庭は教育力が完全に崩壊している。

子供の学力低下だけではなくて食育、食べること

についても教えなければいけない。基本的な生活

マナー、公共スペースでどういうふうに子供が振

る舞うべきか──これ、いわゆるしつけですね、

こういうことについても十分できていない。それ

だけに行政としてもこれはもはや無視していられ

ないという認識です。 

 地方自治体や国が家庭の中に踏み込んでいくと

いう危惧はありますが、もはやそうも黙って見過

ごしているわけにはいかないということのようで

あります。 

 先ほどの日本図書館協会の意見の家庭教育の向

上に資するという価値観を伴った表現はいかがな

ものか。これはこれでわかりますが、ただ残念な

がら、平成13年、今から８年前、昨年の法改正が

平成20年でしたから、その７年前に社会教育法が

改正されておりまして、その第３条に、国及び地

方公共団体は学校教育との連携の確保に努めると

ともに家庭教育の向上に資することとなるよう必

要な配慮をするものをすると、社会教育法が平成

13年、2001年の時点で既に改正されているんです。

それを単に踏まえて、図書館にも、あるいは博物

館にも協議会の委員構成に「家庭教育の向上に資

する」という言葉が入ってきただけでありまして、

文科省としてはこれで整合性をとったんだという

だけの話であります。 

 また、家庭教育関係者の定義が必要ではないか

という疑問もありますが、同じ平成13年の社会教

育法改正で、社会教育委員にどういう人がなるか

という法の規定の中に、この家庭教育の向上に資

する活動を行う者が入っております。平成17年度

の社会教育調査報告書、国が３年ごとにやってお

りますが、この数字を見ますと、既に全国で2,282

人が任命されております。したがって、ここで言

う家庭教育の向上に資する活動を行う者というの

は、全国にもう既にそういう実態があるんだとい

うことになります。多くはやはり学校関係者、Ｐ

ＴＡでありますとか、地域の中でいろいろな学校

にかかわる、教育活動にかかわる団体があります。

こういった団体の方が選ばれているケースが多い

ように思います。 

 次にまいります。今までの話は、全国方々でさ

せていただいているんですが、その次の２の２、

図書館の運営状況に関する評価並びに関係者への

情報提供、このあたりは特に全公図の研究集会の

ために新たに用意した内容であります。特に今日

は館長さん方を中心に図書館の経営に当たる方々

が多いだろうということもありまして、この運営

状況に関する評価並びに関係者への情報提供のと

ころは少し詳しくさせていただこうと思いました。 

 今回の法改正で、図書館法の第７条の２に設置

及び運営上、望ましい基準が入り、同じ第７条の

３に運営の状況に関する評価、同じく７条の４に

運営の状況に関する情報の提供というのが新しく

入りました。 

 今年の２月だったか、西日本で講演会があった

ときに、出席していた館長さんから質問がありま

して、どうしてこの３つが同じ第７条の２、３、

４なのかという質問だったんです。これについて

は、これまでも随分、私としては説明してきたつ

もりなんですが、新しく館長になられた方、特に
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今日は７月、この４月に図書館に異動されて館長

でありますとか、あるいは副館長、次長さんとか

におなりになった方はよくわからないかもしれま

せん。 

 今日、そういう方もいらっしゃるのかと思いま

して改めて説明しますが、７条の２と７条の３と

７条の４は法律上、主語が違うんです。主語が違

う条文が７条の２、３、４にあるのはおかしい。

ちなみに第７条そのものは、例の研修、この後、

出てまいりますが、第７条は、「文部科学大臣及び

都道府県の教育委員会は、司書及び司書補に対し、

その資質の向上のために必要な研修を行うよう努

めるものとする」というのが第７条です。その次

の７条の２の主語は、今度は文部科学大臣です。

さきほどの７条の主語は文部科学大臣及び都道府

県の教育委員会。次に今、第７条の３は、今度は

「図書館は」となっています。主語がみんな違う

んです。違うものが同じ条文に入るのはやっぱり

おかしいんです。 

 なぜこういうことになったのか。答えは、この

７条と７条の２と７条の３と７条の４は全部、異

なった条文、違う条文なんです。 

 日本の法律で、中にはご存じの方、多いと思い

ますが、平仮名の「の」でつないだ場合には、そ

れは全部、異なる条文です。第７条の２項という

ときには７条という１つの大きな条文の中の１項、

２項、３項、４項なんです。ところが、７条の２

となったときには、第７条の次の法律の条文だと

いうことを意味しています。７条の３は７条の２

の次の条文です。 

 何でこんなことをやらなければならなかったか

というと、要はこの４つの条文は、第８条よりも

前に入れたいからです。だから、ほんとうは７条

の２は第８条でもいいんです。７条の３は第９条

でいいんです。７条の４は第10条なんです。とこ

ろが、そういう法改正をやってしまうと、法律の

８条以降の条文が全部、条文番号がずれます。そ

れをやりたくなかったからです。 

 図書館法の第10条が、図書館に関しては地方自

治体の条例で定めるとなっています。皆さんの図

書館の条例の中に、「図書館法第10条に基づきこ

の条例を定める」と書いてある自治体がかなりあ

るはずです。全国の図書館条例の多分９割ぐらい

は、「図書館法第10条に基づき」と、図書館法第10

条を引用しています。 

 今の４つの条文を、７条の２ではなく、８条、

９条、10条としてしまうと、その第10条が13条か

何かにずれてしまいます。そうすると、全国の自

治体で議会に図書館法第10条と書いてあるのを第

13条に改正しなければならないという事務手続が

発生してしまいます。これはすごくむだだろうと

いうことで、文科省としては第８条以降の条文を

動かさなずに、図書館法が1950年、昭和25年に制

定された後に、第７条が削除され、欠番となって

いましたので、この７条に４つの条文を全部、押

し込んだということになります。 

 ですから、７条のところに４つありますが、こ

の４つの条文はそれぞれ独立しています。だから

今後、７条の３と７条の４の間にまた別の条文を

入れるんだとすると、第７条の３の２とかと入っ

てくるんです。法律の中には、第何条の何の何の

何のなんていうのもあるらしいですから、全部、

その間に突っ込まなければならないときにはそう

なるんです。 

 それから、望ましい基準はもともとは図書館法

の第18条にありました。この18条を今回、望まし

い基準第７条の２に持ってきたんです。それはな

ぜかというと、第18条は図書館法の第２章にあっ

たんです。この法律は全部で３章構成です。第１

章が総則、第２章が公立図書館、第３章が私立、

プライベート、私立図書館の規定です。第18条と

いうのは公立図書館の規定だったわけです。です

から、公立図書館の望ましい基準を定めるという

のが法改正前の位置づけでした。 

 ところが今度、私立図書館についても、この望

ましい基準を定めることに国としてはしたわけな

んです。ですから、望ましい基準の条文の１を第

１章総則に持って来ざるを得ないんです。第１章

の中であいているところはどこかといったら、今

言った第７条。だから、私立図書館と公立図書館
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の両方にかかわることは全部、第１章総則に入れ

ないといけないんです。第１章の中でちょうど条

文があいていたのが７条。第10条の今言った図書

館条例の規定のところは動かせない。したがって、

７条のところに４つを全部、押し込んだというこ

とになります。 

 そういうことですので、それぞれの条文は独立

しているということをご理解ください。 

 こういうことも、ほんとうは文科省はちゃんと

説明すればいいんですけれども説明してないんで

す。だから、全国で疑問に思われている方が少な

からずいらっしゃるようです。この機会に説明さ

せていただきました。 

 今後、私立博物館についても望ましい基準が策

定されることになりますし、先ほども言いました

ように、今月７月の末に開催される第４期の協力

者会議では、私立の望ましい基準を含めた検討を

進めてまいります。 

 図書館の評価のあり方について、私はここには

４つのキーワードを抜き出しました。１つは今後、

評価を進めていく上で、利用者参加、あるいは住

民参加ということが求められるだろうと思います。

これに関しては、実はこの法改正が行われたとき

の事務次官の通知の中で、このことが明確に示さ

れております。 

 事務次官が、この法律の改正に当たりまして通

知を同時に出しております。今、申し上げている

評価についても、こういう通知文がこの中に含ま

れております。ちょっと読み上げます。 

 「公民館、図書館及び博物館の運営状況に関す

る評価の具体的な内容については、第一義的には

評価の実施主体である各館が定めるものであるが、

その際、利用者である地域住民等の意向が適切に

反映され、評価の透明性、客観性が担保されるよ

う、例えば公民館運営審議会や図書館協議会、博

物館協議会等を活用するなど、外部の視点を入れ

た評価を導入することが望ましい」と、こう書い

てあるわけです。 

 ですから、評価のやり方については各館が定め

なさい。ただし、その際に地域住民の意向が反映

されなければいけない。そして、評価の透明性や

客観性が確保されていることが必要ですと。透明

性、客観性、この辺は今、図書館に限らず、地方

自治体にとってどんな業務でも必要なことです。

そのためには、例えば図書館協議会を活用するな

ど、外部の視点を入れた外部評価、あるいは第三

者評価、それが望ましいということがこの中でう

たわれております。したがって、図書館協議会を

お持ちのところであれば、図書館協議会がかかわ

ってこの評価をやっていくということが必要であ

ります。 

 それから、レジュメに戻りますが、もう１つは

情報公開。今のところでも客観性、あるいは透明

性を高める。評価の結果についてはもちろん自治

体の広報に一部を載せたり、あるいはホームペー

ジにそれを掲載して、広く地域住民の方々、ある

いは納税者の方々も見られるようにするというこ

とが必要であります。 

 それからもう１つ、今、評価の中で問われてい

るのがやはり満足度、顧客満足です。ＣＳと一時、

言われました顧客満足、これがカスタマー・サテ

ィスファクション、あるいは消費者満足、コンシ

ューマー・サティスファクション。図書館で言え

ばユーザー・サティスファクション、利用者満足

度です。こういったものもこの評価の１つのやり

方として考えていくことが今の時代ですと求めら

れます。 

 こういったことを踏まえて、最後にＰＤＣＡで

す。地方自治体の関係者はみんな、これで頭を痛

めているんですけれども、ＰＤＣＡ、呪文といい

ますか、念仏のようにみんな唱えています。プラ

ン、ドゥ、チェック、アクション。計画を立てて、

実際に実施してみて、それを評価、チェックして、

特に数量的な指標で達成度を見て、どこが足りな

いのか。それに基づいて次のアクション、改善計

画、向上案というものをまとめていくということ

です。 

 図書館の場合ですと、いろいろな指標を使って

数量的な測定、評価もありますし、定性的、質的

な評価ということもできます。今日はそういう評
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価だけを取り扱うこの研修会というか、研究集会

ではないので、この具体例については、私もかか

わりました杉並区の区立図書館の評価がそれこそ

評価できると思います。 

 私は杉並区の図書館協議会の委員をこのときに

務めておりまして、協議会がかかわりまして、評

価の枠組みも随分、時間をかけて検討いたしまし

た。ただ、この杉並区の図書館経営評価報告書が

ホームページのかなりわかりにくいところに置い

てあります。 

 まず杉並区の公式ホームページから、「杉並を

知る」というところをクリックしていただいて、

次に「区政資料」、次に「報告書・アンケート結果」、

そして「教育」とたどるんです。そうすると、こ

の杉並区の経営評価報告書が出てまいります。全

部で147ページ、極めて大部なものです。 

 これは私、図書館協議会がかかわったものとし

てはなかなかうまくできていると思います。もち

ろん改善の余地はあります。図書館としての改善

の余地と図書館評価のやり方として改善の余地が

あります。特に満足度調査のやり方はうまくあり

ませんので、あまり私はお勧めはできませんが今

後、改善されていくものだと思います。ぜひその

あたりを見てください。 

 地域館が中央館を含めて13館ありますが、この

13館の館長を全部集めまして、協議会が最後、一

館一館、この評価シートに基づいてヒアリングを

やっていきました。これは画期的なことです。そ

れぞれの図書館長さんが、自分の図書館はこうい

うふうに自己評価していますと説明し、それに対

して中央図書館、直営の部分が、当該地域図書館

をまた違った評価をします。このずれをまた協議

会の委員がいろいろと質問をして、今後どう改善

していくんだということをやるわけです。 

 ちなみに、大事なことは杉並区の図書館は13館

あり、直営でやっている図書館と、窓口業務を全

部委託している図書館と、完全に指定管理者でや

っている図書館が混在しています。指定管理者の

場合は、指定管理者の責任者が説明します。それ

を同じ枠組みで評価しているということには意義

があると思います。 

 一番最後の13館全部のヒアリングをやったとき、

１時から始まって７時ぐらいまで、６時間かけて

やって、協議会の委員も疲れましたけれども、そ

れだけ時間をかけてお互いに共通の資料を目の前

にして意見を戦わせたというのは、杉並区の図書

館史上、私は画期的なことだと思います。それに

住民も参加しているということです。 

 それぞれ、やはり意識が生まれます。当然、館

長さんは、地域館であっても、自分の責任で、う

ちの図書館はこういうふうに見るんだということ

の説明責任が当然あります。それに対して協議会

も意見をつけ加えて、協議会の意見もかなり厳し

い意見を、私もかなり主張しました。それも全部、

公表されています。そういうものを見ていただく

と、やはり図書館について期待されるものも大き

いだけに、シビアな目で見詰められていくんだと

いうこともわかっていただけるだろうと思います。 

 実は同じようなことを都立図書館の協議会でも

やりまして、ちょうどそれが今週の月曜日でした。

つい４日か５日前です。都立図書館について、ま

た違う評価の枠組みでかなりきめ細かく、重点事

業について、前年度の実績、数値に基づいて一つ

一つ評価をしていきました。これも通常、協議会

は２時間で終わるのが、今週のこの評価をやった

ときだけは結局３時間やりました。 

 それぐらい今、協議会の委員の方々も関心を持

っています。自分たちの図書館をやっぱりよくし

たいんです。そういうやり方で、お互いに改善に

向けて努力をしていくということが現にこれから

方々の、図書館で起きていくのだろうと思います。

それが今回の法改正の趣旨、ねらいでもあったと

いうことになります。ぜひその評価の枠組みとか

やり方については、都立図書館のホームページや、

ここに紹介した杉並区の例を参考にしていただき

たいと思います。 

 繰り返し言いますが、このやり方がベストだと

は思いません。まだまだ改善の余地はありますし、

図書館サービスそのものが果たしてこれでいいの

かどうかという問題がありますが、住民がチェッ
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クをしていく。ＰＤＣＡ、プラン、ドゥ、チェッ

ク、アクション、そういう意味ではいずれの図書

館もなかなか、行政側、図書館側の理解もありま

して、住民が参画できるような余地が残された評

価だろうと思います。 

 これが今や、地方自治体に求められるガバナン

スということです。行政が一方的にガバメントす

る、統治するのではなく、住民、納税者、利用者

が参画して、その結果、評価のプロセスを公開し

ながらやっていくという、こういうガバナンスが

求められる時代にふさわしい評価のやり方になっ

てきたんだろうと思います。 

 評価についてはそれぐらいにいたしまして、満

足度のことをちょっとだけ補足させていただきま

す。２の２の２です。こういった評価をやる際に、

しばしば利用者調査を行って、そこで満足度を尋

ねることが行われております。ただし、満足度調

査は経営評価のためのツールとしてはいささか問

題が多いと考えております。 

 それはどういうことかといいますと、来館者調

査で図書館に来た人に満足度を聞いた場合、大体

週のうちの２日とか３日とか、せいぜいで１週間

ぐらいしかやらないわけです。そうすると、この

調査に答える人たちは図書館の常連が多いわけで

す。例えば月に一遍しか来ない人、年に数回しか

使わない人は、その調査期間にアンケート調査に

当たることは少ないということになります。毎日、

来ている人や週に二、三日来ている人は当然、そ

の調査に当たることになります。そういう意味で

は常連が多く、常連はその図書館に満足している

から常連になっているんです。この人たちに満足

度調査をやっても、それは当然、満足度が高くな

ります。 

 逆に図書館をあまり使わない人、ここには未利

用者と書きました。ほんとうは図書館を使う可能

性はあるんだけれども、なかなかいろいろな事情

で使えない。図書館が遠いとか、あるいは図書館

が使える時間には開いていないとか、こういう人

たちは使えないわけです。こういう人たちの意見

はやはり聞けないことになります。 

 やや古いデータですが、1983年、今からもう20

年以上前ですが、私が埼玉県の岩槻市（当時）、こ

れはもう合併して岩槻市もなくなっていますが、

岩槻市で調査をしたときには月に１回以上、図書

館を使う人を常連といたしました。そうしたら、

月に１回以上使う常連は、岩槻市の市民全体の中

で27％、４分の１ぐらいだったんです。 

 ところが、今度は岩槻市の図書館でアンケート

用紙を配りまして、あなたは図書館をどれぐらい

使いますかと聞いて、月に１回以上と答える人は

67％、つまり３人に２人ぐらいは常連と図書館で

は答えるんです。それぐらい、図書館でアンケー

トを配った場合と、地域住民に聞いた場合では、

答える人の層が違っているということであります。 

 では、住民調査をやればよくわかるのかもしれ

ませんが、今度はこういう人たちは、図書館にも

ともと興味がない人もいて、回収率はなかなか高

くなりません。低いんです。一方、この満足度調

査をやれば図書館サービスの質がわかると考えら

れていますが、私は図書館サービスの質の評価と

接客業、接遇業における顧客満足とはちょっと違

うのではないかと思っています。 

 具体的に言いますと、満足度調査というのは図

書館への期待度との相対関係にあります。つまり、

期待度が低いと質の低いサービスを提供してもお

客さんはそれで満足してしまいます。つまり、わ

かりやすく言うと、もともと図書館に大して期待

してないんです。大して期待してない人が図書館

にやってきて、意外に親切にしてくれたら結構親

切だったといって満足しちゃうんです 

 わかりやすい例が高級レストランとファースト

フードのお店を考えてみてください。高級レスト

ランでちゃんとしたウエイターがいて、メニュー

もいい食材を使っていて、いい音楽もかかってい

るようなところでゆったりと食事をする。当然お

金も高いです。何千円、何万円とかかるようなレ

ストランです。一方、ファーストフードに行って

ハンバーガーを食べようと思ったときに、そこで

提供されている食材や店員の対応というのはもう

マニュアルどおりできています。どちらで満足度
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調査をやっても実はほぼ高い満足度が得られるん

です。高級レストランで満足度調査をやっても、

ファーストフードのお店で満足度調査をやっても。

それは、期待しているものがそもそも違うんです。 

 ファーストフードのお店に期待するものは何で

すか。とにかく早く、とりあえず空腹が満たせる

こと。当然、そこで出てくる食材に高級な牛肉を

使ったようなハンバーガーを期待する人は普通い

ません。大体価格がそれに合った価格にしかなっ

てないんですから。そうすると、ファーストフー

ドのお店に期待するものと、高級レストランに期

待するものではもともと違うんです。その期待の

水準にかなったときに、ファーストフードでも満

足するし、高級レストランでも満足するんです。 

 図書館は高級レストランを目指すのか、ファー

ストフードの店を目指すのかで、満足度は同じで

もそこで提供されているサービスの質は実は違っ

ているということになります。 

 したがって、常連を主たる対象とする来館者調

査で現行のサービスについて満足度を聞いても、

大体６割から７割の方は満足しています。それで、

逆に図書館が満足してしまってはいけないわけで

す。うちの図書館、まあまあやってるな、これだ

け満足度が高ければいいやと。しばしばこの手の

利用者満足度調査は、結果的には図書館の自己満

足調査で終わっているということがあります。そ

の辺はぜひお気をつけいただきたいと思います。 

 それから、サービスの質といったときに、私は

もう１つはサービスの構成比でもあらわせるので

はないかと考えています。満足度だけではありま

せん。例としてここに２つ挙げました。同じ100

冊の貸し出しでも、分類や貸し出し目的の比率に

よって貸し出しの質は違うだろうと思います。同

じ100冊貸してもです。 

 例えば900番台、文学がすごく多い図書館と、例

えば400番台、自然科学でありますとか、あるいは

500番台、産業とかという、工学ですか、とかとい

うところの貸し出しが多いところでは、同じ100

冊を貸し出しをしても、そこの質が違うと思いま

す。一概に、どっちがいい悪いではなく、提供し

ている資料の質が違うんだと思います。 

 例えば、あるいは子供、児童書の比率が高い、

低い。これは地域の特性によって当然、違ってく

るわけです。大人の利用が多いところと子供の利

用が多いところ。文学の利用が多いところと、あ

るいは産業とか工学、技術関係の資料の利用が多

いところ。そういう質の違いは、単純にＮＤＣの

日本十進分類法、これの分類比でも見ることがで

きるだろうと思います。 

 レファレンスでもそうです。単純な所蔵の確認

が占める割合がどれぐらいなのか。時間のかかる

調査レファレンスがどれぐらいあるのか。同じ100

件のレファレンスを受けても、単純に所蔵確認、

こういう本がありますか、この本、お宅の図書館

に所蔵されていますか、今、借りられますかとい

う問い合わせと、いや、地域の中のこの歴史的な

資料について、なぜこういうことが出てくるよう

になったのか、その歴史的な由来を知りたいとい

う問い合わせとでは当然、違います。その比率を

見ていくことで、その図書館に期待されているも

のということをうかがい知ることができるように

思います。 

 そういう意味では、サービスの質は満足度調査

だけではなくて、サービスの中身をもう少しカテ

ゴリーで分けていくことで、その図書館のサービ

スの質を知ることはできるように思います。 

 その次の２の３、司書の資格取得要件の見直し

及び資質の向上。これはこれから大学で司書の資

格を取る場合の科目が変わってきたということで

すので、既に図書館で働いている方々にとっては

直接、関係はないと思います。 

 その次の３、図書館資料としての電磁的記録の

ところに進みます。先ほど冒頭のところで、電磁

的記録が今度、図書館に入ってきました。それに

よってどういう影響を受けると思われるか皆さん

に手を挙げていただきました。したがって、ここ

についてはちょっと説明したほうがいいと思いま

す。４ページのところ、図書館資料としての電磁

的記録。 

 電磁的記録がどういうものかは先ほど説明いた
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しました。ところが、この「電磁的記録」という

言葉は、既に日本の法律には随分前から入ってき

ているんです。電磁的記録というのが入ってきた

んで、これがデジタルメディアの新しい表現かと

思われた方もいらっしゃるようですが、そうでは

ありません。 

 ここに書きましたように、実は刑法の第７条の

２、この法改正があったのが昭和62年、今から25

年ぐらい前に刑法７条の２に、「この法律におい

て「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう」というふ

うに、もう既になっているんです。それぐらい古

くからある表現が、ようやく地域の情報拠点など

という図書館の法律にも入ってきたということに

なります。 

 ただし、電磁的記録といったときに、はっきり

言っておきますが、オンラインのデータベースと

インターネットはこれに含まれません。よくこの

手の研修で、電磁的記録にオンラインのデータベ

ースが含まれると思う人って手を挙げるとほとん

どの人が手を挙げるんですね。みんな間違いです。

含まれません。インターネットも含まれません。

なぜなら、これは先ほどの事務次官通知にそう書

いてあるんです。ただ、事務次官通知を読んでも

そうは読み取れないのですが、そう読むほかあり

ません。事務次官通知にこう書いてあります。 

 なお、図書館資料における電磁的記録について

は、図書館法第17条、これはいわゆる無料原則で

す。この無料原則の規定に関し、従前の取り扱い

を変更するものではないと書いてあります。 

 第17条は、図書館資料の利用に対していかなる

対価をも徴収してはならないというものです。し

たがって、図書館資料の中に電磁的記録が入って

きたときに、その電磁的記録にオンラインのデー

タベースとインターネットを含ませると、それに

ついてはお金を取れないことになってしまいます。 

 中にはオンラインデータベースの利用に関して

お金を取っているところがあります。インターネ

ットの利用に関しても、一部の図書館でお金を取

っているところがあります。大部分の図書館は無

料です。ただし時間制限、30分とか１時間は無料

ということをやっています。でも、現にお金を取

っているところもあります。そのために、平成10

年の専門委員会報告と矛盾しないように解釈せざ

るを得ないということになりまして、電磁的記録

を含む図書館資料とは、図書館が収集し、保存す

る対象となり得るものであって、図書館が主体的

に管理する各種メディアを指します。したがって、

他の自立した機関や組織が管理し、図書館が外部

からネットワークを介してアクセスするのみのデ

ータベースやあるいは電子ジャーナル、大学図書

館の世界では今、雑誌はほとんど電子ジャーナル

です。この場合の電磁的記録に含まれないと解釈

するべきだと考えます。 

 その下に今の事務次官通知の該当部分を抜き出

しました。今回の法改正による図書館資料の概念

の拡張は1998年、今からもう11年前の専門委員会

報告において示された図書館の無料原則をめぐる

解釈と矛盾するものではありませんということで

す。 

 したがって、電磁的記録の中には、残念ながら

今言ったオンラインデータベース、外部のサーバ

ーに蓄積されている電子ジャーナル、インターネ

ットは含まれません。含まれるのはＣＤ、ＤＶＤ、

図書館が管理しているもの、図書館のサーバーに

蓄積されているようなものは図書館資料ですが、

外部であって、外部が管理していて、その外部の

都合でいつでも削除されてしまうようなものは、

図書館資料とはやはり呼べないということです。 

 この４ページの一番下の糸賀の意見。だったら、

私は、インターネットやオンラインのデータベー

スを図書館資料として位置づけなくてもいいから、

図書館奉仕、図書館サービスに不可欠な媒体とし

て位置づけるべきだったというのが、私の意見で

す。 

 一番下の意見、糸賀意見、４ページ、これから

の図書館像の実現に向けて、インターネットを使

ったり、オンラインデータベースを使うのはそう
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いった外部の情報源へのアクセスに当たるわけで

す。外部の情報源へのアクセス提供を図書館奉仕、

図書館法第３条ではそう呼んでいるわけです。い

わゆる図書館サービスです。図書館サービスの１

つに明確に位置づけるべきだったと思います。先

の協力者会議と歩調を合わせ得なかった点は大変

惜しまれます。先の協力者会議というのがこれか

らの図書館像のことを指しています。 

 これと歩調を合わせるんだと、あそこにはそう

いうことが書いてあります。これからハイブリッ

ド図書館を目指すべきだと書いておきながら、今

回の法改正でインターネットと外部データベース、

電子ジャーナルといったものをいわば宙ぶらりん

の状態にしてしまいました。図書館資料としては

位置づけません。でも、図書館は今後、どんどん

導入してハイブリッド化を目指すべきだとなって

いるんです。これはある意味では矛盾しています。

だったら、ちゃんとインターネットやオンライン

データベースを図書館奉仕の中に位置づけるべき

だったと私は思います。 

 最後、これからの図書館経営というところに飛

びたいと思います。この項目に挙がっているとこ

ろで、ぜひ説明が聞きたいということがございま

したら、後で質問されてください。 

 これからの図書館経営というところで私はここ

に、「困ったときには図書館へ、わからなければ司

書に聞け」をうたい文句に課題解決型図書館を目

指すべきだと。特に展示コーナー、レファレンス

案内、他機関との連携。さきほど学校との連携の

話が重要だということは言いました。レファレン

スの案内について、レファレンスというと選書、

本の選択が司書の専門性を発揮するところだとい

う話はよく出てまいります。ところが、全国の図

書館、どこへ行ってもそんなにレファレンスって

質問が来てないんです。ここが司書の腕の見せど

ころだとか言いながら、残念ながらそんなに質問

は次々と来ません。 

 そこで、どうやったら図書館でそういうことを

聞いてもいいのかをわかってもらえるのか。それ

は、図書館の中で「レファレンス」という言葉は

そもそも片仮名で利用者にはわかりません。この

表現を変え、同時にサインを変えていくこととし

て、私が言っているのは、この「？（はてなマー

ク）」1つです。 

 千葉県の市川市の図書館。この図書館のレファ

レンスのカウンターはとても立派です。これは大

理石でできていますが、そんなに立派にする必要

はありません。ただ、このサインは遠くから見て

もよくわかるサインでいいと思います。大きなは

てなマーク１つ。そのカウンターの前にとにかく

いすを置きます。お客さんはそこに座って、腰を

おろして聞いていいんだということです。 

 そういう話をしましたらほかでもいろいろとや

り始めまして、これは千葉県の我孫子の図書館で

す。お気軽にどうぞというふうになっていまして、

はてなマーク１つです。カウンターの上に下がっ

ております。 

 おもしろいのは、千葉県の成田市立中央図書館

です。ここは２階にこういう参考図書室があった

んです。ところが、なかなかここまで上がってき

てレファレンスの質問を寄せる人が多くないんで

す。そのために、１階に本の相談のカウンターを

別に設けたんです。この右側のほうでは貸し出し

や返却をやっています。 

 おもしろいのはこの数字です。ここに今、「118」

と書いてあります。これは、何かというと、あそ

こで番号札を受け取るんです。よく銀行とか郵便

局で順番待ちの札をとりますが、あれと同じもの

が出てくるんです。これは多くの利用者にとって、

自分の順番が来ればちゃんとあの人が相手をして

くれるということを示すんです。しばしば、聞こ

うと思ったけれどもだれかが、先客がいるともう

あきらめてしまうというお客さんが結構います。

でも、これは、仮に今、ふさがっていても、あの

番号札を持ってればどこか、図書館、遠くの、ほ

かのところに行っていても、遠くからも見えます

から、自分の順番が来たら何かこの人に相談が持

ちかけられるんだということを示すという意味で

はいいやり方だろうと思います。実際に、この図

書館では土日などは大勢の人がこの番号札を引い
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て順番を待ってるようです。 

 という光景をお見せしたところで、ひとまず私

のお話を終わらせていただきまして、もしも皆さ

んのほうから、ここがよくわからないとかここを

もう少し、今の話の中では全然触れられなかった

ようなことでも、レジュメの中にあるようなもの

でもう少し詳しい説明が欲しいということであれ

ば補足をさせていただきたいと思います。いかが

でしょうか。 

 

質問者 

 先生の最後の、これからの図書館経営のくだり

のところでございますが、先生の今までお話を聞

きながら、おぼろげながら、方向としてはこの課

題解決型図書館だろうという気持ちは来ているん

ですけど、そのあたりをもう少し具体的に教えて

いただけましたら。 

 

糸賀 

 ありがとうございます。課題解決型図書館とい

うのもよく誤解されています。この課題解決型図

書館ということを言い始めたのは今から10年ぐら

い前の、私が日本図書館協会の町村図書館活動委

員会の委員長をしているときにつくった「Ｌプラ

ン21」という政策提言があります。その中で言っ

ているんです。そのときには、別にビジネス支援

が課題解決型だとか、あるいはさきほどの医療情

報提供、それから裁判員制度を含めた法律情報の

提供が課題解決型だと限定して考えたわけではあ

りません。今でも私は、課題解決というのは、公

共図書館の利用者が、自分の課題でもいいですし、

地域の課題でも、その課題を図書館を使って解決

する。もう少し具体的に言うと、到達する答えは

同じでも、その答えに到達するまでのスピード、

時間を短縮することができれば、それは図書館が

課題解決に貢献したことになるだろうと思います。 

 よく全国でも誤解されるのですが、図書館に行

きさえすればすべての課題が解決するようにする

のが課題解決図書館だといったら、そんなことは

無理です。地域住民は図書館で本も読みますし、

当然、インターネットも使いますし、もっと公的

な相談の窓口に行きますし、医療相談で言えば当

然、お医者さんにかかります。図書館の医療の本

だけ読んで、それで健康になったら、ほんとうに

なれればいいですけれども、それは危ないです。 

 そうではなく、お医者さんに相談する前にまず

自分でも下調べをしないと、お医者さんと面談を

する20分とか30分の時間がうまく使えないんです。

何も知らない状態でお医者さんが一から説明して

しまった場合と、ある程度、自分も下調べをして、

家族の健康、自分の健康のことについて、何かこ

ういうことがあるらしいですね、本で読みました

らこうなっていましたということでやっていった

ほうが、お医者さんとの面談の時間が効率よく使

えるんです。そういうことをするために、図書館

は家庭医学の本だけではなくて医学の本も持って

いるはずなんです。そういうものを使って家族の

健康、そして自分自身の病気のことについて、自

分なりの答えを見つけるまでの時間をもっと短縮

して、節約、効率よくやりましょうというのが課

題解決型図書館という意味です。 

 したがって、課題解決というのは、別に法律、

ビジネス、医療といった主題区分に限定されるわ

けではありません。図書館を使う人が困ったな、

どうしようと思ったときに、そうだ、図書館に行

って調べてみよう。これは別に、だから自分自身

が何か転職を目指すために何か新しい資格を身に

つけようとか、あるいは今度、家族で旅行に行く

から、旅行に行く先の名所旧跡、おいしい食べ物

について事前に下調べしようということでもいい

んです。これはその家族にとっての課題です。 

 従来の図書館は、気晴らしに行ったり、暇つぶ

しに行ったり、好きな趣味の本を読みに行く。こ

れはこれでいいんです。そういうのをやめちゃえ

とは言いません。趣味の利用だとか気晴らしの利

用、暇つぶしでもいいんです。でも、図書館はそ

れだけじゃないはずなんです。日常生活の中での

困ったこと、これはどうやって調べたらいいんだ

ろうと迷ったとき、そうしたときに図書館の司書

に聞いてみる、図書館に行って自分なりに資料を
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探して調べようとするという使い方をもっとして

もらおうというのが課題解決型図書館です。 

 そういう意味では、利用目的が違うと言ったほ

うがいいかもしれません。困ったとき、迷ったと

き、何かわからなくてその問題を解決しようと思

ったときに、図書館がもっと思い浮かぶようにし

ようということです。今までそういう使い方をし

ていた人が、100人の来館者のうちの５人か10人だ

ったとすれば、そういう人たちを20人、30人、50

人と増やすべきだろうというのが私がもともと考

えていた課題解決型図書館です。 

 そのためには当然、さきほどのようなレファレ

ンスサービスを使う。あるいは雑誌、新聞のバッ

クナンバーを調べる。単に棚にある本をずっと、

ブラウジングといって順番に見ていって、「この

本、おもしろそうだな」と引っ張り出すのではな

く、特定の目的を持って必要な情報を探す。そう

なったときには本だけではないはずなんです。地

域資料、行政資料、今言った雑誌、新聞。それも

バックナンバーにさかのぼって、図書館はちゃん

と資料を用意しているし、検索のための道具も用

意してるんです。そういうものを使って、その人

や、その地域、その家族、その会社、その団体の

課題を解決するためにお役に立ちましょうという

のが、課題解決型図書館の趣旨です。そういうこ

とを実現していただけるような方向でお考えいた

だきたいと思います。必ずしもビジネスや法律や

医療だけに特化して考える必要はありませんとい

うのが私の考えです。 

 

質問者 

 今日の話で、電磁的記録の中に、インターネッ

ト、データベースは含まれないという話、実は私、

初めて聞きました。それで、その話が、先生のお

話ですと、10年前につくった通達を忘れていて、

先生だけが気がついて、それだと矛盾するじゃな

いかと言われ、初めてわかったと。私も役人です

が、そういうことはありがちだということはよく

わかります。必ずしも古いことばかり覚えている

人はない。 

 それで、実はこういうことはもうわかって、そ

の後、こういう形で今は含まれないとか、矛盾す

るものではないといって次官通達か何かで糊塗し

ています、繕っていますけれども、これをどうす

るつもりなんでしょうか。国としては将来的にこ

ういうぐあいに変えて、もう一回、改正して、今

度はきちんと整合性をとれたようにするか。その

辺で何か先生がお聞きになっていることがありま

したら教えてください。 

 

糸賀 

 聞いている範囲では何もありません。私は今後、

強く言います。つまり協力者会議とかで、今、お

っしゃるようにインターネットやオンラインのデ

ータベースをやっぱり図書館業務の中にきちんと

位置づけないとだめだと思うんです。そのために

は、法改正を去年やって、また来年とか再来年と

かにはさすがに彼らもできないと言うんです。次

の法改正のときにはやる。それから、「望ましい基

準」を今後、検討します。「望ましい基準」の中で

は、そういうものが正しく位置づけられるように

条文化すると思います。 

 それは私は強く言いますし、少なくとも望まし

い基準の段階では入ってくると思います。将来は、

今ご指摘のとおりいずれは、法改正のときに図書

館法第３条の中に位置づけなければいけないと思

います。 

 それから、今回の著作権法改正のときに、国立

国会図書館が直ちにデジタル化できるようにしま

した。著作権法31条第２項で、国立国会図書館だ

けが例外規定があります。あのときには私も見て、

「インターネット」という片仮名はもう法律の条

文になるんです。そうでしたら、「インターネッ

ト」という言葉を今度は入れられるので、インタ

ーネットについては図書館、例えば、どういう条

文になるかわかりませんけれども、「インターネ

ット等を用いた図書館サービスを積極的に行うこ

と」みたいなことが図書館法の第３条の中に入っ

てくればいいだろうと思います。 

 ただ、その法改正は早くても５年ぐらい先にな
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ってしまうと思います。その前に「望ましい基準」

の中に入れることになるだろうということが私の

見通しです。これはちょっと文科省の公式見解で

はないのではっきり言えませんが、私としてはそ

ういう方向で働きかける努力はさせていただきま

す。 

 

質問者 

 図書館評価の中で、貸し出しではなく閲覧量が

測定されてこなかったことも大きな問題とあるん

ですが、これについては何か具体的に閲覧量の測

定について実例として何かご存じのことがありま

したら教えていただけますでしょうか。 

 

糸賀 

 図書館の評価といったときに、貸出冊数を使っ

た評価というのはもう当然、行われています。と

ころが、今の図書館を見ると、館内で閲覧をして

いる人がものすごく多いんです。冒頭で申し上げ

たように、今、定年退職された団塊世代をはじめ

として、朝、開館と同時に図書館に来て、いろい

ろな新聞を読んでいます。いろいろな雑誌を順番

に読んでいます。１冊も本を借りずに、お昼ご飯

を食べる時間になると帰っていきます。 

 こういう方たちに限らず、図書館の中でいろい

ろな調べものをしている方がいらっしゃいます。

中にはコピーをとって持ち帰るだけで、借りない

方もいます。そういう方々の利用実績をきちんと

把握しないと、蔵書構成、それから閲覧席の数の

配置、そういったもの、あるいは開館時間の設定、

休館日、休みの日の設定等で、やはり貸出冊数だ

け見ていたのではわかりません。そう意味で私は、

館内の閲覧量というのを把握すべきだろうと思い

ます。 

 そのときに、本の数で把握すると、その本を館

内で読んでそのまま借りていく人もいますので、

館内閲覧と館外閲覧が重複してしまいます。それ

から、人数で数えても、館内で図書館に入ってき

た人が何冊か本を借りて、今度は外で読むことも

あります。人数と冊数でカウントすると、どうし

ても重複が出てきてしまいます。重複しないもの

は何かと考えたら時間なんです。時間は重複しな

いんです。 

 つまり、館内で雑誌や本を２時間読んで、その

うちの一部の本を館外に借り出して家で３時間読

んだといった場合には、同じ本だと、今言ったよ

うに館内閲覧の本と館外閲覧の本の冊数はそこで

実は重複してカウントすることになります。とこ

ろが、館内で２時間読み、家に持ち帰って３時間

読んだときの合計５時間はどこも重なってないん

です。 

 ですから私は、実は館内閲覧量については時間

で測定するのがいいだろうと思っています。つま

り、調べもので10冊の本を机に広げて、10冊の本

を順番に拾い読みしている人と、１冊の推理小説

をずっと通しで例えば２時間読んだ人でどう違う

かということ。資料を10冊広げて調べもので２時

間図書館にいて、いろいろな調べものをした。１

冊も本を借りずに帰った。ある人は１冊の推理小

説を２時間かけて読んだ。私はどちらも図書館の

資料を２時間使ったという意味では同じだろうと

思います。 

 片や10冊使った。片方、１冊使って、10冊使っ

たほうは１冊使ったほうの10倍の図書館資料の利

用をしたかというと、そうはならないだろうとい

うのが私の考えです。つまり、時間で数えていれ

ば、１冊、２冊を読んだ場合の２時間も、10冊だ

ろうと20冊だろうと、いろいろな資料を広げて必

要な箇所だけ読んでメモをとったり、コピーをと

って２時間いたのとでは、２時間の図書館資料の

利用という意味では同じでしょう。 

 そこで、館内の図書館利用者の閲覧時間の総量

を出すという試みを私の研究室の学生、院生を使

ってやりました。ある県立図書館と、ある市立図

書館で両方をやりました。そうしたら、大変おも

しろいことがわかりました。 

 ある市立図書館と県立図書館で、その日、それ

ぞれの図書館に入館した人の人数はたしか600人

ぐらいで、たまたまほぼ似ていたんです。ところ

が、その日、貸し出しをしていった人は、本の貸
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し出しは市立図書館のほうがはるかに多いんです。

だから、貸出冊数だけ見ていると、市立図書館の

ほうがよくやってるように見えます。ところが、

館内で閲覧している時間を見くと、県立図書館で

は利用者600人の人が、その図書館にいる間、約６

割、60％はその図書館の資料をちゃんと読んでい

たんです。一方、市立図書館のほうは、600人の人

が入ってきて、実際に図書館の資料を見ていた人

は、滞在時間全体のうちの３割、30％ぐらい。つ

まり、県立図書館の約半分だったんです。 

 これは、県立図書館と市立図書館の館内での資

料の使い方の違いを示しています。 

 館内で、書架の間をどんな本を読もうかと探し

ているのは図書館資料の閲覧には含みません。あ

くまで図書館資料を広げて、そこに視線を落とし

ているのを、我々、図書館資料を見ている時間と

考えました。こういうものを把握しておかないと、

貸し出しだけではなかなかその図書館の資料の使

われ方というのがわからないということになりま

す。 

 今日、お配りした資料の、今、質問された方が

見られたのは３ページの下のほう、２の２の２の

一番下のところだと思います。閲覧量が測定され

てこなかったことも大きな問題だと。これについ

ては今のところ、人海戦術でやっておりますが、

これをもう少し簡略化して、２時間ごとに図書館

の職員が図書館の資料を使っている人の人数を把

握することだけで、その図書館の１日の館内閲覧

時間の総量が出せそうだという、見通しを持って

おります。 

 もう少しデータが整備された段階で、発表する

つもりですが、今のところ、学生なり、図書館職

員の巡回。もしくは、もう１つは、これはある図

書館でやらせていただいたんですが、防犯用に監

視カメラを設置しているところがございます。こ

の図書館で、館長さんの了解をとり、なおかつ館

内に幾つかの掲示をして、図書館資料の利用時間

を測定するために使わせていただくことがありま

すというサインを方々に張った上でやらせていた

だいたこともあります。 

 いろいろなやり方で館内の資料の閲覧時間を測

定することができると思います。そうやった上で、

先ほど言ったように図書館の資源配分です。人を

どこに置き、資料としてどんな資料を買い、閲覧

の座席数やスペースをどう確保するかの有力な手

がかりになるだろうと思います。 

 そういう意味で、この３ページの下のところ、

ちょうど私が説明しなかったのを今、質問してい

ただきましたので補足させていただきますが、公

共図書館の具体的な目標の収れん先は閲覧（これ

は図書館資料を読むことです）の総量を増大させ

ることにあると思います。決して貸し出しだけを

増やすことでは私はないと思います。館内で読む

ことも大事なことです。さらに言えば、コストを

考えて、その閲覧の量を最適化することにあると

思います。 

 図書館によっては館内閲覧を重視するところが

あってもいいはずです。典型的なのは今、皆さん

が座っているこの図書館です。この都立中央図書

館、もともと貸し出ししていません。ですから、

ここでは当然、館内での閲覧時間の最適化、オプ

ティマイズすることは当然、この図書館では必要

です。皆さんの貸し出しをする図書館では、貸し

出しのバランスと館内の閲覧のバランスと、もう

１つ、ここに書いた遠隔閲覧というのが今、でき

るようになったんです。 

 貸し出しというのは、私に言わせると館外で読

むために手続をしている、その手続のことを言っ

ているのであって、目的は自宅や通勤途中、その

利用者が都合がいいところで閲覧をするんです。

館内閲覧は図書館に来て、その図書館の中で資料

を読むんです。だから、図書館にとって必要なこ

とは、館内閲覧の総量と、貸し出しというのは私

に言わせれば館外閲覧なんです。貸し出しという

のは館外で閲覧してもらうための手続にすぎませ

ん。その手続をして、今も言ったように自宅や通

勤途中や会社でその資料を閲覧することが大事で

す。遠隔閲覧──自宅や職場からインターネット

を使って、その図書館のデジタル化した資料、そ

の図書館が契約している電子媒体、そういうもの
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を見ることができるんです。そうすると、館内閲

覧と館外閲覧と遠隔閲覧の総量を増やすというの

が、実はこれからの図書館に求められていること

だろうと思います。 

 その比率がどうなるかは、図書館によって当然

違っていて、それぞれの図書館の考えでそのバラ

ンスを考えればいいと思います。東京都立図書館

は、うちはもっと遠隔閲覧を増やすんだというこ

とで、いろいろなデータベースを導入することも

考えられます。それは、地域の特性とその図書館

が持っている方針、ポリシー、館長さん方の方針

でそのバランスは決めればいいことだろうと思い

ます。ただ、その方針を決める上で、今、ご指摘

のあったような館内閲覧の総量を把握しておくと

いうことも大事な視点だろうと思います。 

 質問していただきまして、かえってありがとう

ございました。 

 

 どうもご清聴、感謝します。ありがとうござい

ました。（拍手） 

 

―― 了 ―― 


